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議案第10号1頁



 

守谷市教育委員会が任用するフルタイム会計年度任用職員の給与に関す

る条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）第２４条第５項の規定に基づき、守谷市教育委員会が教科担任教

職員として任用する法第２２条の２第１項第２号に規定する職員（以下「フ

ルタイム会計年度任用職員」という。）の給与に関し必要な事項を定めるも

のとする。  

（フルタイム会計年度任用職員の職務） 

第２条 フルタイム会計年度任用職員は、守谷市内の公立小学校に勤務し、守

谷市教育委員会が指定した教科について、学習指導及び評定を担当すること

を主たる職務とする。 

（給与） 

第３条 この条例において「給与」とは、給料、地域手当、通勤手当、特殊勤

務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手当及び勤勉

手当をいう。 

２ 給与は、他の条例に規定する場合のほか、現金で支払わなければならない

。ただし、フルタイム会計年度任用職員からの申出があったときは、口座振

替の方法により支払うことができる。 

３ 公務について生じた費用の弁償は、給与には含まれない。 

（給料表） 

第４条 フルタイム会計年度任用職員の給料は、守谷市職員の給与に関する条

例（昭和３１年守谷町条例第４１号。以下「給与条例」という。）第５条第

１項に規定する給料表を準用する。 

（職務の級及び号給） 

第５条 フルタイム会計年度任用職員の職務の級及び号給は、教育委員会規則

に定める基準に従い任命権者が決定する。 

（給料の支給） 

第６条 給料の支給については、給与条例第７条及び第８条の規定を準用する

。この場合において、給与条例第８条第４項中「勤務時間条例第３条第１項

、第４条及び第５条の規定に基づく週休日」とあるのは、「当該フルタイム

会計年度任用職員について定められた週休日」と読み替えるものとする。 

（地域手当） 

第７条 地域手当は、給与条例第１２条の７の規定を準用する。 

（通勤手当） 

第８条 通勤手当は、給与条例第１２条の３の規定を準用する。 

（時間外勤務手当） 

第９条 時間外勤務手当は、給与条例第１４条第１項、第３項及び第４項の規
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定を準用する。この場合において、同条第１項中「正規の勤務時間外に勤務

することを命ぜられた職員」とあるのは、「当該フルタイム会計年度任用職

員について定められた勤務時間（以下この条において「正規の勤務時間」と

いう。）外に勤務することを命ぜられたフルタイム会計年度任用職員」と読

み替えるものとするほか、必要な読替えは、教育委員会規則で定める。 

（休日勤務手当） 

第１０条 休日勤務手当は、給与条例第１５条の規定を準用する。この場合に

おいて、同条中「において、正規の勤務時間」とあるのは、「において、当

該フルタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下この条に

おいて「正規の勤務時間」という。）」と読み替えるものとするほか、必要

な読替えは、教育委員会規則で定める。 

（夜間勤務手当） 

第１１条 夜間勤務手当は、給与条例第１６条の規定を準用する。この場合に

おいて、同条中「正規の勤務時間」とあるのは、「当該フルタイム会計年度

任用職員について定められた勤務時間」と読み替えるものとする。 

（端数処理） 

第１２条 第１６条に規定する勤務１時間当たりの給与額並びに第８条の規定

により準用する給与条例第１２条の３、第９条の規定により準用する給与条

例第１４条及び前条の規定により準用する給与条例第１６条の規定により勤

務１時間につき支給する時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当の

額を算定する場合において、当該額に５０銭未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときは、これを１円に切

り上げるものとする。 

（期末手当） 

第１３条 期末手当は、任期の定めが６月以上のフルタイム会計年度任用職員

について、給与条例第２０条から第２０条の３までの規定を準用する。 

２ 任期の定めが６月に満たないフルタイム会計年度任用職員の一会計年度内

における会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６月以上に至ったと

きは、当該職員は、当該会計年度において、前項に規定する任期の定めが６

月以上のフルタイム会計年度任用職員とみなす。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年度

任用職員として任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として

任用された者の任期（６月未満のものに限る。）の定めと前会計年度におけ

る任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）の定めと

の合計が６月以上に至ったときは、第１項の任期の定めが６月以上のフルタ

イム会計年度任用職員とみなす。 

（勤勉手当） 

第１４条 勤勉手当は、任期の定めが６月以上のフルタイム会計年度任用職員
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について準用する。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条例第２１条

第１項の規定による勤勉手当の支給について準用する。 

（特殊勤務手当） 

第１５条 特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の範囲、手当の額及びその支

給方法は、守谷市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和６３年守谷町条例

第２０号）の定めるところによる。 

（勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第１６条 第９条の規定により準用する給与条例第１４条、第１０条の規定に

より準用する給与条例第１５条及び第１１条の規定により準用する給与条例

第１６条に規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料の月額及びこれに対

する地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を、当該フルタイム会計

年度任用職員について定められた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたも

のから市長が規則で定める時間を減じたもので除して得た額とする。 

２ 次条に規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料の月額及びこれに対す

る地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を、フルタイム会計年度任

用職員について定められた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除

して得た額とする。 

（給与の減額） 

第１７条 フルタイム会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しない

ときは、給与条例第１３条の規定を準用する。 

（旅費） 

第１８条 フルタイム会計年度任用職員が職務のため旅行したときは、守谷市

職員の旅費に関する条例（昭和５３年守谷町条例第４号）の規定を準用する

。 

（委任） 

第１９条 この条例の施行に関し、必要な事項は教育委員会規則で定める。 

   附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
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提案理由（議案第１０号） 

  

 

 提案の理由を申し上げます。 

 本案は、市内公立小学校高学年を対象に理科・図画工作・音楽の教科指導を 

行う市費負担教職員の任用形態を、フルタイム会計年度任用職員に変更し、教 

科担任制度の安定運用を図るため、フルタイム会計年度任用職員の給与に関す 

る条例を制定するものです。 

 よろしく御審議の上、御決議のほどお願いいたします。 
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